
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

財務会計システム再構築事業 新規 政策的経費 5　ともに進める（総合力） 行財政改革アクションプラン ○ R5 1 380,439 380,439

1 380,439 380,439

令和４年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 審査指導課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井県長期ビジョン
における位置づけ

関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

令和
５年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ ■ R5 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 ■ 無

■ 有 □ 有

財務会計システム再構築事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 会計局

法 定 受 託 事 務

課名 審査指導課 友田　堅七郎

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 17「チームふくい」の行政運営

［解決すべき問題・課題］

［事業目的］

・パッケージシステムを利用して業務を標準化することで、ランニングコストを縮減
・電子請求サービスの導入・連携および納入通知書のキャッシュレス決済により、官民双方のＤＸを推進
・電子決裁によるペーパーレス化やシステム稼働時間の拡大による柔軟な働き方を実現

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 5　ともに進める（総合力）
関連する県の計画等 〔 行財政改革アクションプラン 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R7

補助率 －

（実績） （役割分担）

「新財務会計システム構築に係る業務改革・調達支援事業」にて県の財務
会計システム再構築の検討を進め、パッケージに合わせた業務の見直しを
実施

市町との連携状況

R3. 6月　「会計システム共同化に係る検討会」を発足し、財務会計　シ
ステムの共同利用について検討開始
R4. 9月　検討の結果、システム共同利用によるコストメリットが出な
かったため、「会計システム共同化に係る検討会」にて、財務会計システ
ムの共同利用を行わない方針を決定

他県の状況
全ての都道府県で財務会計システムが稼働中
うち、22都道府県が財務会計システムの再構築を実施・検討中

〇財務会計システムの再構築
（１）ランニングコストの縮減
（２）県民の利便性向上
　・電子請求サービスの導入・連携
　・キャッシュレス決済
（３）職員の利便性向上
　・電子決裁対応
　・稼働時間の拡大
　・公共料金の支払事務集約
　・納入通知書の押印省略
　・財務会計文書の検索
　・データの利活用
〇財務会計システム再構築にかかるデータ移行対応
（１）現行システムからのデータ抽出ツールの作成

［受益者］ 福井県民 ［想定される受益者数］ 約７５万人

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名新財務会計システム構築に係る業務改革・調達支援事業

・現行システムは独自開発のため、ランニングコストが高額
・業者は請求書発送業務のためにテレワークが実施できない。
・財務会計システムで発行した納入通知書は、銀行窓口でしか納めることができない。
・職員は財務会計事務のためにテレワーク・フレックスタイムを実施できない。

［問題・課題を表す客観的データ］

福井県への請求書発行枚数　　年間約128,000枚
福井県の納入通知書発行枚数　年間約 42,000枚
現行システムの稼働時間　　　平日8時00分～17時15分



課長名

■ ■ R5 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

令和元年度 2年度 3年度 4年度

［成果指標等の推移］

令和元年度 2年度 3年度 4年度

財務会計システム再構築事業

部局名 会計局 課名 審査指導課 友田　堅七郎

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R7

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 380,439 380,439

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 5年度 令和5年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 380,439

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 5年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標
(目標)

成果指標
(目標)

令和５年度はシステム整備のため、活動指標の設定は困難

実績

廃止

令和５年度はシステム整備のため、成果指標の設定は困難

実績

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和５年度の変更点 事業評価

□ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □


